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各　　位

2001 年 3 月 30 日

株式会社日本触媒

長 期 経 営 計 画「テクノアメニティ　ＮＶ」及び中期経営計画について

　当社はこの度、６年間（２００１年度から２００６年度）の長期経営ビジョンである長期経営計画「テクノアメニ

ティ　ＮＶ」と３年間（２００１年度から２００３年度）の実行計画である「中期経営計画」を策定しました。

＜策定の趣旨＞

　近年の化学業界は、国際市場の単一化、ボーダレス化の中で、国際的な大型合併や提携の進行等を伴

って、勝ち組・負け組になるものが次第に選別されていく極めて厳しい状況となりつつあります。

　当社の課題は、量的な拡大を追い求めるのではなく、当社の強みと弱みを認識し、選択と集中を行うこと

によって質的な成長を成し遂げることであり、それが「勝ち組」に残る必要条件であるという認識の元、当長

期経営計画・中期経営計画を策定しました。

＜長期経営計画「テクノアメニティ　ＮＶ」の要旨＞

◎ 将来像として「個性的な技術で新たな価値を創造する国際企業（Nippon Shokubai : A Global Company

Creating New Values Through Unique Technologies）」を目指します。

◎ 長期計画のスローガンとして「量的成長から質的成長への変革～２１世紀での発展をかけて～」を掲げ、

強靭な経営体質への転換を図ります。

◎ ３つの方向性

①新規製品分野「経営資源の選択と集中～新規製品開発の精度向上とスピードアップ～」

②既存製品分野「事業ポートフォリオの確立と利益責任の明確化」

各事業の位置付け⇒別紙概要

③人と組織の活性化「時代の変化に迅速に対応できる柔軟で活力ある企業体を目指して」

◎ 目標指標

全社指標としてＲＯＡ（総資産経常利益率）を導入し、資産効率の向上を図ります。

事業管理指標として営業キャッシュフローと販売貢献利益（当社独自指標）を使用し、製品収益力の向上

を図ります。

＜中期経営計画の要旨＞

　長期経営計画のビジョンに向けた前半３ヶ年を「基礎固め」の期間と位置付け、具体的実行計画を策定し

ました。ＡＡ（アクリル酸）・ＳＡＰ（高吸水性樹脂）で生み出す安定的なキャッシュフローを基盤に、新規製品

開発体制をさらに強化し、ファイン＆スペシャリティケミカル事業の飛躍を図ります。

もう１つのコア事業である環境事業は、各種環境規制の強化による市場の拡大の中で、メジャープレーヤー

の地位を確立します。

　また人員を削減し、情報システムの見直しも含めて業務の効率化を図ります。

　３年後の目標として「ＲＯＡ５％」を掲げ、資産効率の向上、ひいては企業体質の強化を図ります。

　３年後の連結業績推定は、売上は現状の約１．２倍の２０００億円、経常利益は３倍以上の１４０億円です。
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長 期 経 営 計 画「テクノアメニティ　ＮＶ」の概要

１ ． 長 期 経 営 計 画 の 位 置 付 け

　２００１年度から始まる６年間のビジョンを示したものであり、会社全体の方向性からブレークダウンし、各事

業の位置付け、目標指標を定めた。

　名称の由来は、当社の経営理念である「テクノアメニティ（私たちはテクノロジーをもって人間生活に豊かさ

と快適さを提供します）」からくる経営方針のニューバージョン（New Version）であり、「新たなビジョン（New

Vision）をもって、新たな価値（New Value）を創造していく」という意味を込めている。

２．当社の将来像

「将来像：個性的な技術で新たな価値を創造する国際企業（Nippon Shokuba i  :  A Globa l  Company Creat ing

New Va lues  Through Un ique Techno log ies）」

　当社の企業理念「TechnoAmenity」（私たちはテクノロジーをもって人間生活に豊かさと快適さを提供しま

す）を持ちつつ、厳しい経営環境の中でより具体的なビジョンとして将来像を設定した。

　当社の強みである「技術力」をもって付加価値を絶え間なく創造していくことが、企業理念の実現そして企

業業績の回復につながるということを再確認した。

３．長期経営計画のスローガン及び３つの方向性

スローガン：「量的成長から質的成長への変革～２１世紀での発展をかけて～」

　右肩上がりの時代の量的な拡大を追い求める姿勢から脱却し、様々な意味での質的成長（技術力、収益

力、コスト競争力、営業力、資産効率、仕事の効率、社員のやりがい）を遂げることが、今の当社に必要なこ

とであるという認識を共有する。

① 新規製品分野「経営資源の選択と集中～新規製品開発の精度向上とスピードアップ～」

② 既存製品分野「事業ポートフォリオの確立と利益責任の明確化」

③ 人と組織の活性化「時代の変化に迅速に対応できる柔軟で活力ある企業体を目指して」

４．各事業の位置付け

① ＡＡ（アクリル酸）・ＳＡＰ（高吸水性樹脂）を中心としたコア事業

「コア事業としてグローバルに展開し、安定したキャッシュフローを創出」

◇ 世界３極体制をさらに強固にして、安定したキャッシュフローを供給する事業として位置付ける。

◇ 世界競争が激化する中で、生産技術の見直しとさらなる大幅なコストダウンを図る。

◇ キャッシュフロー極大化の為に、Ｍ＆Ａ始め様々な手段のアライアンスも画策する。
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② ファイン＆スペシャリティケミカル事業

「高付加価値製品の絶え間ない創出」

◇ 最重点事業の１つであり、製品のライフサイクルの短期化に対応するべく、顧客ニーズに対応した新規

製品を全社体制で絶え間なく供給する。

◇ 営業とＲ＆Ｄ部門が更に緊密に連携できる開発型の組織・体制を強化する。

◇ 既存製品については、高シェア・高付加価値製品を中心として事業を強化し、選択と集中を加速する。

③ 環境事業

「コア事業としての基盤の確立と強化」

◇ 各種環境規制の強化による市場の拡大の中で、コア事業としての事業コンセプトとその展開戦略を確

立し、強固な事業基盤を構築する。

◇ 環境意識の高まりとそれに伴う当事業の市場拡大に向けて、技術サービスの充実による顧客満足度の

向上と、コスト競争力の強化を図る。

④ ＥＯＤ（酸化エチレン誘導品）事業

「市況に左右されない事業への変貌」

◇ 高付加価値の酸化エチレン誘導品開発を促進し、ＥＧ（エチレングリコール）の激しい市況変動に左右

されない事業への変貌を図る。その方向性に向けた非ＥＧ化率の目標を７５％に設定する。

⑤ 樹脂事業

「生き残りをかけた事業再構築」

◇ 市場が縮小しつつある不飽和ポリエステル事業について、収益改善に向けた抜本的改革、アライアン

スも駆使し、「勝ち組」として残るべく事業再構築を図る。

５．今後の管理目標

全社管理目標 ： 連結ＲＯＡ（総資産経常利益率）

各事業管理目標 ： 営業キャッシュフローと販売貢献利益（当社独自指標）

＊販売貢献利益＝営業利益＋配賦費（工場管理費・一般管理費・研究開発費）

利益追求のベクトルとして、資産効率（ROA）を重視することとした。

棚卸資産、売掛債権をはじめとした営業資産、固定資産、その他資産の見直しを行い、効率的な利益追求

を行っていく。

各事業管理指標として、営業キャッシュフローと販売貢献利益を導入し、昨年導入した目標管理制度も利

用し、利益責任をより明確化していく。
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中 期 経 営 計 画 の 概 要

１． 中 期 経 営 計 画 の 位 置 付 け

　長期経営計画「テクノアメニティ　ＮＶ」のビジョン・方向性を実現する為に、前半３ヶ年で行うべき具体的実

行計画・目標を定めたのが中期経営計画である。

２．中期経営計画のポイント

①事業ポートフォリオに基づいた３ヶ年販売計画

(1) ＡＡ（アクリル酸）・ＳＡＰ（高吸水性樹脂）事業は、ＳＡＰの世界販売シェア２５％確保により、グローバル

プレーヤーとしての地位を堅持。売上はＳＡＰの需要増も見込み、増収の見通し。

(2) コア事業として位置付けるファイン＆スペシャリティケミカル事業と環境事業で大幅増収の見通し。

(3) 基礎化学品・合成樹脂事業は利益重視で売上横這いの見通し。

② 新規製品の上市加速とファイン＆スペシャリティケミカル事業の強化

新規製品売上高を２００３年度 ８０億円 、２００６年度 ２００億円 を目指す。

独自の触媒技術を用いたプロセスイノベーションによる新規基幹製品・情報材料（レジスト材料等）・グリ

ーンケミカルズ（生分解性プラスチック・キレート剤等）を中心に付加価値の高い新規製品を創出していく。

その為に以下の方策を進めていく。

(1) 新規事業・新規製品開発強化の為の組織改編

新 本 部「 新 規 事 業 企 画 室 」を設置（２００１年４月）し、その下の「事業企画部」を中心として、事業化プロ

セスの加速・強化、そしてより市場ニーズを反映した新規事業・製品・研究テーマ企画を行う。

また新本部内に下記の特命グループを設置し、成長分野への取り組みを加速する。今後も新しいグル

ープを機動的に設置していく予定。

・「光・電材事業企画グループ」

２０００年４月に発足した情報材料分野専任の営業部（情報材料開発室）と連携し、「導電性材料」、

「光通信材料」、「低（高）誘電材料」分野等、新規分野への取り組みを強化する。

・「燃料電池材料事業グループ」

燃料電池用ジルコニアシートの本格事業化・量産化を進める。

(2) 研究テーマの選択と集中・マネージメント強化

研究テーマについて１７の「重点テーマ（非公表）」を選定 。研究人員をはじめとした資源の集中により

新規製品上市の精度・スピードアップを図る。

また昨年４月に新設した研究企画部（研究開発本部）が、新本部と連携し研究マネージメントの強化を

さらにすすめる。（ステージゲートシステムの強化等）
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(3) ファイン＆スペシャリティケミカル事業の飛躍

当事業は上記新規製品開発と密接に連携しつつ、既存製品分野についても 比 較 競 争 力 優 位 事 業を

中心に事業強化を図る。

（比較競争力優位事業）

セメント混和剤・ 情 報 記 録 材 料・ 洗 剤 用 ビ ル ダ ー・ＡＢＳ耐熱向上材・ 超 耐 候 性 樹 脂 等

③人と組織の活性化と要員計画

(1) 全社員の１割弱に当る２５０人（連結ベース）の人員削減 を行う。定年退職者による自然減と採用抑制

の継続によって達成する。２０００年度末で約３３００人を２００３年度末で約３０５０人 にする。

(2) 組織体制及び人事諸制度の変革を行い、人材の再配置と能力開発により、少数精鋭化を図る。

(3) 目標管理制度（昨年管理職対象に導入）の充実・強化により、成果主義を浸透させる。

④抜本的業務改革と情報システムの見直し

社長を委員長に据えた全社横断的委員会を設置し、業務内容・情報フロー等を抜本的に見直し、スリ

ムで効率的な業務体制を目指す。

それに伴い情報システムの見直しを行い、ＥＲＰ（ 統 合 業 務 パ ッ ケ ー ジ ） 導 入 の 本 格 的 検 討 に入る。

⑤ 連結経営体制の強化と関係会社との相乗効果の極大化

(1) 国内関係会社は今後当社にとっての位置付けを明確化し、一部整理という選択肢も含め、連結ベー

スでより企業価値を高める施策を推し進める。

(2) 海外関係会社は「当社の一部」として当社と一体化した戦略で事業展開を行う。

①ＡＡ（アクリル酸）・ＳＡＰ（高吸水性樹脂）事業での具体的施策

・ 北米事業（ＮＡインダストリーズ社）では、アクリル酸の現地生産化（アメリカンアクリル社２００２年操

業開始予定）によって、ＳＡＰとの効率的一貫生産体制を実現。

・ 昨年子会社化したインドネシアＡＡ事業（ニッポンショクバイインドネシア社）は、資本注入を行い財

務基盤を強化。

・ 欧州ＳＡＰ事業（ニッポンショクバイヨーロッパ社２００１年４月操業開始）は、販社（ウルトラソルブ社）

との統合を図り、製販一体化。将来はアクリル酸からの一貫生産を目指す。

②ファイン・スペシャリティケミカル事業での具体的施策

・ シンガポール販売拠点（ニッポンショクバイアジア社）、北米・欧州の既存関係会社でもファインケミ

カル製品のマーケティング機能を強化し、販売シェアを高める。

・ 北米（ＮＡインダストリーズ社）でのコンクリート混和剤の生産開始（２０００年末）を皮切りに、ＡＡ・

ＳＡＰ事業以外のファイン・スペシャリティケミカル事業についても海外での生産を推進し、高付加

価値製品の世界展開を加速する。

⑥知的財産戦略の強化

⑦E-Commerce 対応の為の体制整備

⑧ コストダウンへの全社的取り組み
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４．業績目標と業績推定

① 業績目標

３年後（２００３年度）に、連結ＲＯＡ（総資産経常利益率）５％以上を目指す。

② 業績推定

３年後（２００３年度）、売上２０００億円（２０００年比１．２倍）・経常利益１４０億円（２０００年比３倍以上・

約１００億円の増益）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 総資産

２００３年度業績推定 ２０００億円 １５０億円 １４０億円 ７８億円 ２５００億円

（日本触媒単独） （１６００億円） （１２０億円） （１３０億円） （７５億円） （２０７０億円）

増益(経常利益)要因：

ファインケミカル事業・環境事業を中心とした売上増に伴う利益増 ６０億円

経費削減（人件費・減価償却費等） ４０億円

以上

本件に関するお問い合わせ先　：　広報部　06-6223-9105


